
令和７年度 第１回 大野市水循環推進協議会の概要

と き 令和７年７月１４日（月）

午後１時３０分～３時

ところ 結とぴあ３０２号室

１．開会

２．会長あいさつ

３．協議会の趣旨説明

【事務局から資料１について説明、質疑応答なし】

４．議事

（１）大野市水循環基本計画の中間評価について

【事務局から資料２ 基本方針１を説明後、質疑応答】

オブザーバー：資料２の５ページ、定量的な指標の達成状況について、項目 10『湧水地・
名水（地下水）を「将来に残したい大野の誇りや象徴としての環境」と考え

る市民の割合』が、令和４年度から令和６年度にかけて減っている要因は何

か。

事務局 ：考えられる要因は２つある。

１つ目は、アンケートの実施状況に差があるということである。令和４年度

に実施したアンケート調査は地下水に関する項目のみであったのに対し、

令和６年度に実施したアンケートは、大野市総合計画の後期計画の見直し

に際し、項目数５０以上の中の１つの設問として設けたものであった。今回

実施した大野市水循環基本計画の中間見直しに関するアンケート調査の結

果報告書では、「大野市の誇りや象徴として、特に将来に残していきたいと

思う環境や場所、風景は」という設問に対して「御清水をはじめとする湧水

地・名水（地下水）」と答えた人は 73.6％であった。
２つ目は、市街地の方にとって、上水道に加入せず、湧水を自家用ポンプで

くみ上げて飲むということが当たり前になっているということである。

委員 ：令和４年度から令和６年度にかけて数値が減少したことについて、中間評

価報告書に説明文を記載することを検討いただきたい。



オブザーバー：質問が２つある。１つ目は、資料２の１１ページ、施策８『河岸かく乱な

ど河川環境改善に向けた取り組みの継続』について、地下に水が供給され

るように伐木や河岸かく乱を行うということだが、維持管理を含めたそ

の後の状況を教えてほしい。

委員 ：河岸かく乱など河川環境改善に向けた取り組みについて、平成２４年度よ

り開始しており、今日まで計画的に進めることができている。しかし、１０

年以上経過しているため、樹木の繁茂は若干戻ってきている。そのような部

分のフォローを行いつつ、河川環境改善の取り組みを進めていきたい。

オブザーバー：河岸かく乱を行い、その状態を維持することで樹林化を抑制し、さらに地下

水の涵養にも繋がっていくという良い循環を作ることが大きな目標である

と思う。一度伐採を行い、良好な自然状態となったものを、どのように維持

していくかが次の課題となると考える。

質問の２つ目、資料２の１３ページ、施策１２『水田湛水の継続実施及び面

積拡充等の検討』、施策１３『農地における水の貯留・涵養機能の向上に向

けた検討』について、水田湛水に協力をしてくださる農家の方の、協力後の

反応、理解度などに関する評価はしているのか。

事務局 ：当初は、収量が落ちる、と反対する農家の方が多かった。しかし、反収に

影響がないというエビデンスに基づいて説明を重ね、反対をされることは

少なくなった。また、農家の方が水田湛水を実施している場所が、涵養地

域に影響があることを理解してくださっている。今では、お願いをしても

反対する方はいない。しかし、そこに住む方は、地下水をあまり利用しな

いため、ギャップはあると考える。

委員 ：資料２の５ページ、項目４『地下水揚水量』について、他年度に比べて令和

６年度の変化が大きいが、要因は何か。

事務局 ：主に要因は２つあると考える。

１つ目は、大野市内のアパート等に住んでいた中部縦貫自動車道の工事関

係者が工事完了に伴い転出をしたことである。人口には反映されないが、実

際はかなりの数の方が住んでいたと捉えている。

２つ目は、揚水量のデータが年単位の集計であることである。令和６年１月

から１２月までであるため、令和７年１月、２月の大雪の際の消雪用揚水は、

7,672千㎥には含まれていない。



【九頭竜川ダム統合管理事務所から、資料２の１１ページ

施策９『真名川における自然出水再現放流の実施』について補足説明】

フラッシュ放流を実施することで、河川のアユの餌になる藻の再生や、樹林化の抑制などの

効果がある。河川環境改善のほか、発電量の増加という効果もある。令和５年度にも一度実

施し、一定の環境改善の効果が見られたが、課題も見つかった。その課題を解決しながら、

今年度から来年度にかけて行うフラッシュ放流実施のため、準備を進めている。

また、国の直接的な取り組みではないが、大野市が実施している行事等への参加や大野市の

水文化をＳＮＳで発信している。また九頭竜川ダムには県外からの視察者、見学者が多くい

るため、その方々向けて大野の水文化、湧水地などをはじめとした「大野の水」を発信して

いる。

今後も水循環の推進に向けて、関係者と連携しながら取り組みたい。

【福井県奥越土木事務所から、資料２の１１ページ

・施策１０『清滝川の土砂の浚渫など河川環境の改善』

・施策１１『赤根川の治水対策における地下水の河川への流出抑制に配慮した整備手法の

検討』について補足説明】

清滝川の土砂の浚渫について、県では 5年ごとに計画を策定し、それに沿って進めている
ところである。一度浚渫しても、出水があればまた土砂が堆積するため、その状況を見なが

ら対応する。

赤根川については、昨年度末に河川整備計画の見直しを行い、改修方法を変更した。これま

では、河道拡幅と河床掘削によって治水安全度を上げるという計画であった。それに対して

今回の見直しでは、地下水保全に配慮して河床掘削について、現況河床から下げないことと

した。その分の治水安全度を上げるため、河道拡幅を行い、上流に遊水地を整備することと

した。具体的に、清滝川合流地点から２㎞ほどは河川改修済みであり、そこから上流側に４．

４㎞の区間を河道整備区間とした。この区間では河床掘削について現況河床を下げない。今

回は、第一段階として１．２㎞の河川改修と遊水地整備を事業化した。

【事務局から資料２ 基本方針２・３を説明後、質疑応答】

オブザーバー：資料２の３１ページ、項目１２『イトヨの里入館者数』について、令和２年、

３年度はコロナの影響で入館者数がかなり減っているが、令和６年度にな

っても入館者数が回復しないのはなぜか。

事務局 ：入館者数がコロナ前の水準に戻っていない現状について、児童・生徒数の

減少が影響している。小・中学生の総合学習やまちなか遠足での利用が入館

者数の大部分を占めるが、例年２クラスで参加していた学校が１クラスの

みの参加になることも少なくない。



また、市民においては一度来たからもう来ない、という方も多い。イトヨの

里では市民の方に足を運んでいただくために、年に１度、企画展を行ってい

る。今年度は企画展に加えて、ポイントラリー制を導入し、ポイントに応じ

て賞品をお渡しすることで、主に市民のリピーターの獲得を図るなど、ソフ

ト面の取り組みを行っている。

オブザーバー：外部要因に影響されないような数値目標を設定することも、今後の課題と

なると考える。

委員 ：補足として、イトヨの里という施設については、入館者数が１つの大きな評

価軸であるが、イトヨ自体の健全性を評価することも肝心である。例えば、

個体数や営巣数の維持である。イトヨの里は運営的に自立性が求められる

が、営利が目的ではなく、文化財を維持するという目的を持つ。したがって

単純に入館者数だけで評価するのではなく、文化財保護の観点からの評価

軸を設けることも重要であり、これについて検討いただきたい。

（２）大野市水循環基本計画の中間見直しについて

【事務局から資料３を説明後、質疑応答】

オブザーバー：資料３の６ページ、定量評価指標について、KPI（案）に『基準観測井（春
日公園）における保全目標水位の超過日数』についての記載がないが、今後

はどのように扱うのか。

事務局 ：KPIとしては採用しない予定である。ただし、春日公園の地下水位は大野市
の地下水警報発令の基準としても非常に重要な数字であるため、重視して

いく。

オブザーバー：地下水位を KPIに盛り込むことの意味は涵養量の維持・増加であると考え
ている。『基準観測井の保全目標水位の超過日数』は多くの施策の KPIとし
て使われていたものである。その項目を記載しないということは、大野市と

して、地下水涵養量の維持・向上に対しての数値目標を定めない判断をして

いるということか。

事務局 ：大野市の地下水位は降水量の影響を受けるため、我々の力だけで維持でき

るものではない。そのため、『基準観測井の保全目標水位の超過日数』に替

わる KPIを検討したい。



オブザーバー：現計画には、地下水の涵養量に対する具体的な施策が相当量入っている。

極めて重要なのは年々変動と季節変動で、この値は少しずつ変えていくべ

きものだと思う。自然を相手にしている以上、ある程度変わっていく必要の

あるものであって、季節によって下がる時があってもよい。例えば、季節変

動による渇水は許容できても夏の渇水は許容できないなど、ある程度の幅

を持たせて KPIを設定する。定量的な評価基準でないにしろ、そこをきち
んと評価するというのは行政として必要なことで、地下水を主要施策とし

て掲げる大野市として必要なことである。

オブザーバー：資料３の４ページ、デジタル技術を活用した水循環モニタリングの推進につ

いて、大野市の現時点での実施予定を伺いたい。地下水がどのような状況で

あるかをWEBベースで検索、確認していたものが、携帯からリアルタイム
で確認できるようになると、市民の意識向上に繋がると考えるが、いかがか。

事務局 ：今年度は、地下水計測を委託している１６箇所のうち、２箇所の計測をデ

ジタル化する。人口が減少すること、手計をする市民が高齢化していくこと

は事実であるため、徐々にデジタル化していきたいと考えている。

オブザーバー：デジタル化には、モニタリングをデジタル化することと、得られたデータ

を市民に届ける手段をデジタル化することの２つがあると考えている。そ

のため、後者のデジタル化も検討していただきたい。

事務局 ：昨年度、掲示板のデジタル化も考えたが、非常に経費が高く予算化すること

ができなかった。また、地下水対策事業に対する補助制度もあまりない状況

である。財源等も含め、情報提供をお願いしたい。

５．その他

【質疑応答なし】

６．閉会


